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　４月１７日（火）大津各界連の毎週火曜日宣伝がスーパー前で行なわれ、「何で安売りばっかり買っている私らから取るのよ。もっと儲かっている人から取ったら」（主婦）、「えっ！　１０％になるの？　もっと不景気になって就職ひどくなるの？　そんなのカナン」（高校生）などいつもより多い署名が集まりました。しかし、こうしたストレートな怒りがある反面、署名する人でも「いずれ消費税増税は必要」とか「署名してもいずれ可決される」との方が少なくありません。





進む「消費税１０％困る」の現実


マスコミの津波のような「消費税増税」宣伝を持ってしても、所得の減少（１９９７年比で１６％減少）、年収２００万円以下の増加（１９９７年１８％が２０１０年には２３％）、非正規労働の増加（２３％が３６％）、貯蓄ゼロ世帯の増加（１０％が２９％）、長引く不況という現実は変えることはできません。それどころか日々悪化しています。この現実に我々の運動が依拠しきれるかどうかに消費税１０％阻止はかかっています。





何で財源は消費税なの？別の財源がありますよ　　　


政府は「財政難だから、将来の社会保障の財源として消費税増税」と訴えるが、「なぜ財源は所得税や法人税でなく消費税なのか」の説明がないと山家悠紀夫氏（前衛５月号）は訴え、日本共産党は「消費税を増税しなくても別の











財源がありますよ」の提言を行なっています。今、「ムダを省く」「大企業・大資産家へ過度の減税をやめる」「低所得者ほど重い消費税（水平的公平）でなく、高額所得者ほど重い応能負担（日本国憲法の求める真の公平）の所得税や法人税を」の宣伝の強化が求められています。





いよいよ山場、署名と地域各界連の広がりで列島騒然を！　


６月３日怒りの県民集会を！


１９８９年の消費税導入時、東京代々木公園の１６万人


集会に滋賀県から４４０人が参加すし、膳所公園では２８００人の県民集会が開かれるなど列島騒然の反対運動が展開されました。


　当時と比べ今はどうか。国民所得は減少し貧困はより広がっています。また、「こんな時に消費税１０％とんでもない６・３県民集会（仮称）」の発起人を県農協中央会が決定されるなど大きな変化が起っています。国会では消費税増税法案の審議が始まりいよいよ正念場です。


４月１日の自動車パレードは２０コース１９０台２７０人参加で過去最大の規模となりました。県下の津々浦々から従来の枠を超えた多くの団体や個人に呼びかけ、消費税１０％阻止の大運動を広げていく時です。そして６・３県民集会（膳所公園、午前中）を成功させ、なんとしても消費税１０％を阻止し県民の暮らしと営業を守りましょう。





　　　　　　　廣田　耕康（消費税廃止県各界連事務局長）
































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主催　　　標記集会の実行委員会


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先　　滋賀県商工団体連合会


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　集会とデモです　　　　　　　 電話　077-525-7360





ち上がりました。さっそく農業委員会、ＪＡを中心に呼びかけ人を募ったところ２０団体、８０名の方々（農業委員は全員、ＪＡ経営役員、森林組合、女性団体など）から賛同を得て３月１９日には町民会議の結成総会を開催、４月１９日には約２５０名の参加のもとで「町民大集会」を行いました。「国民の合意と了解のないＴＰＰには参加しないことを求める」町民運動を進めていくことを確認し、４月２２日の県民大集会には大型バスで参加しました。


この間、農業委員会では農政部会の提案で１０台の軽トラパレードを行い、町内４カ所のスーパー前などで農業委員会作成のビラも配布しました。このビラは新聞折り込みで全戸配布。各集会にはほとんどの農業委員が参加し、会長を先頭にＴＰＰ参加阻止の運動に頑張っているところです。





東野　進（日野町農業委員）








今も前の田んぼからカエルの合唱が聞こえ、小鳥のさえずりが聴こえています。水稲の作付準備が始まり、トラクターの音も響きます。こののどかな農村風景は古来より続き、人が住む環境をつくり、文化を育み、何より食を支えてきました。まさに、「農は国の基」なのです。


野田首相のＴＰＰ参加表明を受けて、日野町農業委員会でも当初は賛成意見も散見されました。しかし、ＴＰＰ参加で食料自給率１３％とは大変なことです。この町の農業、農家を代表する農業委員会として将来に禍根を残すことがないよう責任を果たしていこうと話し合い、県農業会議所の辻井事務局長を迎えて学習会が持たれました。その中で問題の重大性を学び、「ＴＰＰ絶対反対」の方針を全員で確認しました。


同じ時期に「ＴＰＰ県民会議」発足の動きが進み、藤澤町長からも状況を聞く中で、日野でも「町民会議」をつくろうという話が持





て反対されています。野洲養護学校PTAとしても同じです。聾話学校の子供たちと野洲養護学校栗東地区の子供たちの双方が、なるべくストレスの少ない状況で学習、生活していくためには、本当に多くの細かい条件が揃う必要があり、現実問題として不可能だと思われます。


また両校のPTAが納得できないのは、今回の「大規模化対策」を、両校保護者への打診も説明も全くないままいきなり発表するという、県教委の「暴挙」とも言えるやり方です。特に受け入れ側となる聾話学校では、学校周辺の住民の方々への説明も全くされないままだったそうです。その後、緊急に県教委の説明会を、両校で保護者に向けて開いていただきましたが、あくまでも「野洲養護学校栗東分校を聾話学校敷地内に設置する案を進める」という「結論ありき」の説明でした。設定されていた2時間という説明会の半分を使って、すでに配布されていた資料を読み、残りの１時間で保護者からの質問を受け付けるというものでしたが、当然多くの質問が出ますし、時間内では収まりません。それでも説明会の仕切りは県教委側なので、保護者から「説明会の時間延長を！」という声が多く上がっているにもかかわらず、途中で打ち切られました。そんな誠意の見えない説明会では、保護者は全く納得できません。子供たちが笑顔で過ごせる学校作りをするべき県教委が、その子供たちの一番近くにいる保護者の声を無視するようなやり方をしていいのでしょうか？県教委は、よく「予算がない」という言葉で逃げますが、そういう大人の都合を何もわからない子供たちに押し付けていいものでしょうか？そういうやり方は、子供たちの「人権」にも関わってくることではないでしょうか？


両校のPTAは、これからも子供たちを守るために、県教委の無謀なやり方と戦います。本当に子供たちが笑顔で過ごせる学校作りをしていただけるまで、PTAは頑張り続けます。残念ながら私は、この春で子供が高等部を卒業したので、もう直接PTAの一員として、PTA活動に関わることはできません。しかし卒業生保護者の一人として、またPTA活動経験者の一人として、そして県民の一人として、今後の両校のPTAの活動を見守り、一個人として出来る事を探していこうと思っています。私にこのような意見発表の場所を与えていただき、ありがとうございました。


　　　　　　　　　　　　　　


東川　律子（野洲養護学校前PTA会長）








私は、平成22～23年度の2年間にわたり滋賀県立野洲養護学校のPTAに深く関わらせていただきましたが、振り返るとその間ずっと「特別支援学校の大規模化」という大きな壁と闘っていたように思います。


野洲養護学校は平成20年度に知・肢併置の新設養護学校として開校しましたが、わずか２年で、児童生徒数の急増による「教室、教員、スクールバス不足」に直面しました。そこで平成22年度に、PTAで「大規模化対策に向けての請願署名活動」に取り組みました。保護者をはじめ、学校内外の多くの皆様にご協力いただき、15000筆以上の署名が集まり、県議会と県教委に提出しました。結果、「10教室の増築、教員の増員、スクールバスの増車決定」という嬉しいものでした。しかしそれ以降も児童生徒数は増加し続け、せっかく署名活動で良い結果を得たにも関わらず、当校が置かれている現実は何も改善されないままでした。


子供たちの生活・学習環境をより良くするためには、増築を繰り返すより、養護学校を新設していただくことが一番良い解決策と考え、PTAとして「養護学校の新設」を県議会と県教委に要望し続けてきましたが、平成23年度の終盤に県教委から示された「大規模化対策」は「新設」ではなく、「県立聾話学校敷地内に100名規模の野洲養護栗東分校を建設し、平成27年度から野洲養護学校の栗東地区児童・生徒を移動させる」というものでした。


栗東地区の児童・生徒たちは、三雲養護→草津養護→野洲養護と、校区を変更され続けてきた経緯があります。しかも、野洲養護学校が新設される時、栗東地区の保護者たちは県教委から「二度と学校を変えることはありません。」という説明を受けたと聞いています。にもかかわらず、再び「移動せよ」という話です。もしそれが新設の養護学校なら、栗東地区の子供たちの通学距離や時間が短縮されるので、PTAとしても大賛成ですが、「聾話学校の敷地内に校舎を建築する」という案では、とうてい賛成も納得もできません。


さらに、聾話学校に通う児童・生徒たちと、野洲養護学校に通っている児童・生徒たちは、障害の特性が全く違うため、求められる教育・生活環境も全く違います。その子供たちを同じ敷地内に同居させるというのは、たとえ通学距離・時間が短縮されたとしても、子供たちが安心して過ごせる環境とは言えません。


　聾話学校PTAも、「子供たちに必要な環境が保てなくなる」という見解のもと、野洲養護学校栗東分校が敷地内に作られることに対し








